
宝塚市公契約条例（案） 
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第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、公契約に関する基本方針を定め、市及び受注者等の責務を明らかに

するとともに、公契約に関する施策の基本的な事項を定めることにより、公契約の適正

化、その適正な履行及び履行水準の確保、労働者等の福祉の向上並びに地域経済の活性

化及び地域社会への貢献に関する取組を推進し、もって市民福祉の増進に寄与すること

を目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

(１) 公契約 次に掲げる行為をいう。 

ア 市が締結する契約で、工事若しくは製造の請負、業務の委託又は物品の購入若

しくは借入れに係るもの 

イ 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定による指

定管理者との間で締結する公の施設の管理に係る協定 

 (２) 市長等 市長、上下水道事業管理者及び病院事業管理者をいう。 

(３) 受注者 市と公契約を締結した者をいう。 

(４) 受注関係者 受注者その他市以外の者から公契約に係る業務の一部について請

け負う者及び公契約に係る業務について労働者派遣（労働者派遣事業の適正な運営

の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（昭和６０年法律第８８号。以下「労



働者派遣法」という。）第２条第１号に規定する労働者派遣をいう。）を行う事業

者をいう。 

(５) 受注者等 受注者及び受注関係者をいう。 

 (６) 市内事業者 本市の区域内に本社若しくは本店又は主たる営業所を有する事業者

をいう。 

 (７) 労働者等 次に掲げる者をいう。 

   ア 受注者又は受注関係者に雇用され、公契約に係る業務に従事する労働基準法

（昭和２２年法律第４９号）第９条に規定する労働者（同居の親族のみを使用す

る事業又は事務所に使用される者を除く。） 

   イ 自らが提供する労働の対価を得るため、受注者又は受注関係者から公契約に係

る業務を請け負う者 

 (８) 社会的取組 障碍
がい

者その他の就業を支援する必要がある者の雇用促進、環境への

配慮、男女共同参画社会の推進、災害時の協力体制の確保その他の地域社会の発展

に資する取組をいう。 

（基本方針） 

第３条 公契約に関する基本方針は、次のとおりとする。 

(１) 公契約の公平性、透明性及び競争性を確保すること。 

(２) 公契約の適正な履行及び履行水準を確保すること。 

(３) 公契約に係る業務に従事する労働者等の適正な労働条件及び労働環境を確保する

こと。 

(４) 公契約を通じて、市内事業者の活用、市内における雇用の創出及び社会的取組

の推進を図ること。 

（市の責務） 

第４条 市は、前条の基本方針にのっとり、公契約に関する施策を総合的に推進しなけれ

ばならない。 

（受注者等の責務） 

第５条 受注者等は、公契約に関わる者としての社会的な責任を自覚するとともに、第３

条の基本方針にのっとり公契約に関する施策に協力しなければならない。 

 

 



第２章 公契約の適正化 

（契約方法等） 

第６条 市長等は、公契約の性質又は目的を踏まえた適正な契約方法を活用するため、必

要な措置を講じなければならない。 

２ 市長等は、債務負担行為その他の予算措置又は業務の履行開始までに必要な期間を設

定することにより、計画的な発注及び適正な契約期間の確保に努めなければならない。 

（情報の公表） 

第７条 市長等は、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（平成１２年法

律第１２７号）に定めるもののほか、公契約の手続が適切に行われていることを広く市

民に知らせるため、公契約に関する情報の公表に努めなければならない。 

（不正行為等の排除） 

第８条 市長等は、公契約に関する法令を遵守するとともに、不正若しくは不誠実な行為

の排除又は未然防止を図るために必要な措置を講じなければならない。 

第３章 公契約の適正な履行及び履行水準の確保 

（契約条件） 

第９条 市長等は、適正な履行が通常見込まれない価格での公契約の締結を防止するとと

もに、納期その他の契約条件が適正な履行水準を確保するために適切なものとなるよう

努めなければならない。 

（適正な価格の算定） 

第１０条 市長等は、市場価格及び社会経済情勢を考慮し、適正な積算根拠に基づき価格

を算出しなければならない。 

２ 受注者になろうとする者は、価格の算出に当たり、公契約の内容に適合した履行が

確保できるよう、労務費その他の経費を適正に積算するよう努めなければならない。 

（履行水準の確保） 

第１１条 市長等は、受注者等が適正な履行水準で公契約の内容を履行していることを確

認するために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

２ 受注者等は、公契約の適正な履行水準を確保するとともに、市長等が求める確認その

他必要な調査に協力しなければならない。 

（人材の確保及び育成） 

第１２条 受注者等は、将来にわたって公契約の適正な履行及び履行水準の確保を図るた



め、労働者等の雇用等の安定に配慮するとともに、公契約に係る業務の担い手となる人

材の育成に努めなければならない。 

（受注関係者との契約） 

第１３条 受注者は、建設業法（昭和２４年法律第１００号）、下請代金支払遅延等防止

法（昭和３１年法律第１２０号）その他の関係法令を遵守し、受注関係者と対等な立場

における合意に基づいた適正な契約を締結しなければならない。 

（公契約の解除等） 

第１４条 市長等は、受注者等が次の各号のいずれかに該当するときは、公契約の解除、

受注者等の指名停止その他の必要な措置を講じなければならない。 

(１) 第１８条に規定する誓約事項に違反したとき。 

(２) 第２１条第１項の規定による立入検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は質

問に対して応答せず、若しくは虚偽の回答をしたとき。 

(３) 第２２条第２項の規定による報告を怠り、又は虚偽の報告をしたとき。 

(４) 前３号に掲げるもののほか、この条例の規定に違反したとき。 

２ 前項の規定により公契約を解除した場合において、受注者等に損害が生じても、市は

その損害を賠償する責任を負わない。 

 （損害賠償） 

第１５条 受注者は、前条第１項の規定による公契約の解除によって市に損害が生じたと

きは、その損害を賠償しなければならない。ただし、市長等がやむを得ない事由があ

ると認めるときは、この限りでない。 

第４章 労働者等の福祉の向上 

（適正な労働条件及び労働環境の確保） 

第１６条 受注者等は、労働基準法その他の関係法令の遵守の徹底を図り、労働者等に適

正な水準の報酬を支払うほか、労働者等の労働条件及び労働環境の改善に努めなければ

ならない。 

（労働報酬下限額の検討） 

第１７条 市は、次条に規定する特定公契約について労働報酬下限額（受注者等が労働者

等に支払う報酬の下限とすべき額をいう。）を定めることができる。 

 （誓約） 

第１８条 受注者等は、自らが締結し、又は携わる公契約が規則で定める契約（以下「特



定公契約」という。）に該当するときは、市長等に対し、労働者等の適正な労働条件の

確保に関し規則で定める事項（以下「誓約事項」という。）を誓約するとともに、これ

を遵守しなければならない。 

 （労働者等への周知） 

第１９条 受注者等は、次に掲げる事項を特定公契約に係る業務が実施される作業所等の

見やすい場所に掲示し、若しくは備え付け、又は書面を交付することにより労働者等に

周知しなければならない。 

 (１) 当該特定公契約の名称 

 (２) 受注者等の責務及び誓約事項 

(３) この条例の適用を受ける労働者等の範囲 

 (４) 労働報酬下限額 

 (５)  次条第１項の規定による申出をする場合の申出先 

 (６)  次条第１項の規定による申出をしたことを理由に、解雇、請負契約の解除その他

不利益な取扱いをしてはならないとされていること。 

 （労働者等の申出） 

第２０条 特定公契約に従事する労働者等は、受注者等がこの条例の規定に違反している

疑いがあると思料するときは、市長等にその旨を申し出ることができる。 

２ 市長等は、前項の規定による申出（以下「違反申出」という。）の内容が、規則で定

める関係法令に違反するものであるときは、必要に応じて関係機関へ通報しなければな

らない。 

  （立入調査等） 

第２１条 市長等は、労働者等から違反申出があったとき、又はこの条例に定める事項の

遵守状況を確認するため必要があると認めるときは、受注者等に対して報告を求め、又

は市の職員に受注者等の事業所等へ立ち入り、必要な調査をさせることができる。 

２ 前項の規定による調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはなら

ない。 

 （是正措置等） 

第２２条 市長等は、前条の規定による報告の聴取又は調査の結果、受注者等がこの条例

の規定に違反していると認めるときは、受注者に対して速やかに当該違反を是正するた

めに必要な措置を講ずることを求めなければならない。 



２ 受注者は、前項の規定により違反を是正するために必要な措置を講ずることを求めら

れた場合には、速やかに是正の措置を講じなければならない。この場合において、市長

等は、受注者に対して、市長等が定める期日までに当該是正の措置に関して報告するよ

う求めることができる。 

（不利益取扱いの禁止） 

第２３条 受注者等は、労働者等から違反申出があった場合は、誠実に対応するとともに、

当該労働者等が違反申出をしたことを理由に、解雇、請負契約の解除その他不利益な取

扱いをしてはならない。 

第５章 地域経済の活性化及び地域社会への貢献 

（市内事業者への優先的な発注） 

第２４条 市長等は、法令上の制限がある場合、専門的な能力を有する者に発注する必要

がある場合その他の特別の事情がある場合を除き、市内事業者へ優先的に発注するよう

努めなければならない。 

２ 市長等は、予算の適正かつ効率的な執行に留意しつつ、市内事業者の受注機会の確保

に配慮し、適切かつ合理的な規模による発注に努めなければならない。 

３ 受注者等は、公契約に係る業務の一部を請け負わせる者を選定するとき、又は資材等

を調達するときは、地域経済の活性化に配慮し、市内事業者を積極的に活用するよう努

めなければならない。 

（市内雇用の創出） 

第２５条 受注者等は、公契約に係る業務の履行に当たっては、市内における雇用の創出

に努めなければならない。 

（社会的取組の推進） 

第２６条 市長等は、公契約の性質又は目的に応じ、入札の参加条件に必要な資格を定め

ること、又は地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の１０の２に規

定する総合評価一般競争入札その他の契約手続を行うことにより受注者を決定する等、

社会的取組を推進するために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

   第６章 宝塚市公契約審議会 

（公契約審議会） 

第２７条 公契約における労働条件の確保等に関し必要があると認める事項について調査

審議するため、市長の附属機関として宝塚市公契約審議会（以下「審議会」という。）



を設置する。 

２ 審議会は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項について調査審議し、答申するものと

する。 

(１)  労働報酬下限額の決定に関する事項 

(２)  特定公契約とする案件の範囲に関する事項 

(３)  特定公契約の実施及び運用の状況の評価に関する事項 

(４)  この条例の目的の達成状況の検討に関する事項 

(５)  この条例の見直しに関する事項 

(６) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要があると認める事項 

３ 審議会は、委員５人以内をもって組織する。 

４ 審議会の委員は、知識経験者３人以内並びに事業主及び労働者等を代表する者それぞ

れ１人とし、市長が委嘱する。 

５ 審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、規則で定める。 

第７章 雑則 

（委任） 

第２８条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定

める。 

 附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和９年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

 （経過措置） 

２ 第１７条から第２３条までの規定は、施行日以後に公告し、又は通知する契約及び同

日以後に公募する指定管理者との間で締結する公の施設の管理に係る協定について適用

する。 

 （検討） 

３ 市長は、施行日以後５年以内に、この条例の運用状況、実施効果等を勘案し、第１条

に規定する目的の達成状況について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果

に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

（執行機関の附属機関設置に関する条例の一部改正） 

４ 執行機関の附属機関設置に関する条例（昭和４１年条例第１号）の一部を次のように



改正する。 

第１条の表市長の部宝塚市公契約条例検討委員会の項を削る。 

 



令和8年（ 2026年）5月11日

第3回都市経営会議資料

宝塚市公契約条例（案）に係る
パブリック・コメントの実施について（概要）

総務部 契約課



１ 制定の趣旨
宝塚市の入札・契約制度について、その理念や基本方針
を明確にするため、市の契約方針を定めた条例を定める。

２ 制定の背景
（１）平成23年2月、入札及び契約に係る制度に関する調査専
門委員より、入札制度のあり方に関する提言をまとめた「入
札及び契約に係る制度に関する調査専門委員報告書」が出
された。そのうちの「市の理念・基本方針の明確化」という提
言に応えて、公契約条例を制定することとした。

（２）条例案について平成28年にパブリック・コメントを実施した
が、出された意見が多岐に渡ったことから慎重に検討するこ
ととして議案提出は行わず、平成29年12月に検討委員会を
設置し、内容（骨子）についての検討を諮問した。

（３）令和元年11月に中間答申がなされ、感染症拡大の影響で
手続が中断していたが、検討委員会を再開し改めて検討した
結果、パブリック・コメントを実施する。



目 的 （第1条）

公契約に関する基本方針を定め、市及び受注者等の責務を明らかにするとともに、公契約に関する

施策の基本的な事項を定めることにより、公契約の適正化、その適正な履行及び履行水準の確保、

労働者等の福祉の向上並びに地域経済の活性化及び地域社会への貢献に関する取組を推進し、もっ

て市民福祉の増進に寄与することを目的とする。

基本方針 （第3条）

（１）公契約の公平性、透明性及び競争性を確保すること。

（２）公契約の適正な履行及び履行水準を確保すること。

（３）公契約に係る業務に従事する労働者等の適正な労働条件及び労働環境を確保すること。

（４）公契約を通じて、市内事業者の活用、市内における雇用の創出及び社会的取組の推進を図る

こと。

責 務 （第4条・第5条）

（市の責務）

市は、基本方針にのっとり、公契約に関する施策を総合的

に推進しなければならない。

（受注者等の責務）

受注者等は、公契約に関わる者としての社会的な責任を自

覚するとともに、基本方針にのっとり公契約に関する施策に

協力しなければならない。

※ 主な定義
○公契約・・・市が締結する契約で、工事若しくは製造の請負、業務の

委託又は物品の購入・借入れ、及び指定管理者との間で
締結する公の施設の管理協定

○受注者・・・市と公契約を締結した者
○受注関係者・・・受注者その他市以外の者から公契約に係る業務の

一部を請け負う者及び公契約に係る業務について労働
者派遣を行う事業者

○受注者等・・・受注者及び受注関係者
○労働者等・・・受注者又は受注関係者に雇用され公契約に係る業務に

従事する労働者、及び自らが提供する労働の対価を得る
ため受注者又は受注関係者から公契約に係る業務を請け
負う者

３ 条例案の概要



公契約に関する施策の基本事項

（１）公契約の適正化 （第6条～第8条）

（２）公契約の適正な履行と履行水準の確保 （第9条～第15条）

●契約方法等

☞性質・目的を踏まえた適正な契約方法を活用する。

☞計画的な発注及び適正な契約期間の確保に努める。

●情報の公表

☞公契約の手続等の実施状況を広く公表する。

●不正行為等の排除

☞法令を遵守し、不正若しくは不誠実な行為の排除と未然防止を

図るために必要な措置を講ずる。

●契約条件

☞履行水準を確保するため適正な契約条件を設定する。

●適正な価格の算定

☞市場価格及び社会経済情勢を考慮した適正な積算根拠に基づく

価格の算出。

●履行水準の確保

☞市長等 ・・・業務内容を確認するための必要な措置

受注者等・・・適正な履行水準の確保と市長等の確認・調査に協

力

●人材の確保及び育成

☞受注者等は労働者等の雇用安定と担い手の育成に努める。

●受注者と受注関係者の契約
☞受注者は関係法令を遵守し、受注関係者と対等な立場における
合意に基いた適正な契約を行う。

●公契約の解除等
●損害賠償

（３）労働者等の福祉の向上 （第16条～第23条）

●適正な労働条件及び労働環境の確保

☞労働関係法令の遵守の徹底、適正水準の報酬の支払い

●労働報酬下限額の検討

☞市は特定公契約について労働報酬下限額を定めることができる。

特定公契約（市が規則で定める契約）に該当する場合

●誓約

☞受注者等は労働者等の適正な労働条件の確保に関し誓約する

とともに、これを遵守しなければならない。

●労働者等への周知

☞適用を受ける労働者等の範囲

☞労働報酬下限額 など

●労働者等の申出

☞特定公契約に従事する労働者等は、受注者等がこの条例の規

定又は誓約事項に違反している疑いがあると思料するときは、市

長等にその旨を申し出ることができる。

●立入調査等

☞市長等は、労働者等から上記の申出があったとき又はこの条例

に定める事項の遵守状況を確認するため、必要があるときは、受

注者等に対して報告を求め、又は事業所等へ立ち入り、必要な

調査をさせることができる。

●是正措置等

☞市長等は、上記の報告又は調査の結果、受注者等がこの条例

の規定に違反していると認めるときは、受注者に対して速やかに

必要な措置を講ずることを求めなければならない。この場合、受

注者は、速やかに是正の措置を講じなければならない。

●不利益取り扱いの禁止

☞受注者等は、労働者等から上記の申出があった場合、誠実に対

応するとともに、当該申出をしたことを理由に、解雇など不利益な

取扱いをしてはならない。



公契約に関する施策の基本事項

（５）宝塚市公契約審議会の設置 （第27条）

●公契約審議会

☞公契約における労働条件の確保等に関し必要と認める事項に

ついて調査審議するため、市長の附属機関として設置する。

☞市長の諮問に応じ、次に掲げる事項について調査審議し、答申

する。

○労働報酬下限額の決定に関する事項

〇特定公契約とする案件の範囲に関する事項

○特定公契約の実施及び運用の状況の評価に関する事項

○この条例の目的の達成状況の検討に関する事項

〇この条例の見直しに関する事項

○市長が必要があると認める事項

☞審議会は5人以内の委員で構成し、知識経験者並びに事業主及

び労働者等を代表する者の中から市長が委嘱する。

☞審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、規則で定める。

●委任
☞この条例に定めるもののほか、必要な事項は規則で定める。
●検討
☞市長は、施行日以後5年以内に、この条例の運用状況、実施効果等
を勘案し、条例の目的の達成状況について検討を加え、必要があると
認めるときは、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。

（４）地域経済の活性化び地域社会への貢献 （第24条～第26条）

●市内事業者への優先的な発注

☞市内事業者へ優先的に発注するよう努めなければならない。

☞受注機会の確保のため適切かつ合理的な規模の発注に努めな

ければならない。

☞受注者等は、資材調達先や受注関係者を選定するときは、市内

事業者の活用に努めなければならない。

●市内雇用の創出

☞受注者等は公契約に係る業務で市内の雇用の創出に努めなけ

ればならない。

●社会的取組の推進
がい

☞障碍者その他の就業を支援する必要のある者の雇用促進、環

境、男女共同参画、災害時協力の取組等、社会的取組を推進す

るために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。

※その他

施行日（予定） 令和９年４月１日から施行する

☆特定公契約とは

・労働報酬下限額を設定する案件です。
・どういった種別の案件を対象とするか、また、その下限額をいくらに
するのかについては、市長が宝塚市公契約審議会に諮問し、規則
で定めます。
・対象案件については、本市の実情を踏まえ、一律に決定するので
はなく、一部の案件から試行的に取り組み、その運用状況を確認し
ながら見直しを行っていく予定です。

（特定公契約については、宝塚市公契約審議会において
決定します。）



４ 今後のスケジュール
（１）パブリック・コメント募集期間

令和８年６月１５日から７月１４日まで

（２）パブリック・コメントへの回答案及び修正後の条例案を
公契約条例検討委員会で確認

（３）公契約条例検討委員会より最終答申

（４）修正後の条例案を再度、都市経営会議に付議

（５）令和９年３月市議会に条例案を提案（予定）

※意見が大量に寄せられた場合や、公契約条例検討委
員会での審議に時間を要した場合は、令和９年６月市議
会に提案する可能性があります。
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パブリック・コメント制度は、

市が計画や条例を策定するときに、市民の皆さんから
広くご意見をお聴きし、一緒に考え、決めていこう
という制度です。（宝塚市市民パブリック・コメント条例）

パブリック・コメント制度は、
市が計画や条例を策定するときに、市民の皆さんから
広くご意見をお聴きし、一緒に考え、決めていこう
という制度です。（宝塚市市民パブリック・コメント条例）

リ ッッ
ク コ

制度でパ
ブ

メ ン
ト

市民のみなさん
のお声を、お聴
かせください。

（お問合せ先）

〒665-8665 宝塚市東洋町1番1号

宝塚市役所 総務部 契約課

Tel 0797-77-2008 Fax 0797-72-1419パブコメ

市の契約の基本方針を定めた
条例について

宝塚市では、

宝塚市公契約条例（案）

について、市民のみなさんからのご意見
を募集しています。

募集期間

令和8年（2026年）
6月15日（月）から

７月14日（火）まで



令和 8年（2026 年）6月 15 日 

宝塚市 総務部  

 

 

 

 

１ 宝塚市公契約条例とは 

地方公共団体の入札・契約制度を取り巻く環境は、人口の減少による担い

手不足や事業者同士の過当な価格競争などにより、事業の品質の低下や労働

者の労働条件の悪化が懸念されています。このような状況の中、入札・契約

制度については、その適正化を図りつつ、社会経済情勢の変化への対応や事

業の品質の確保を図るため、常に改善が求められています。 

この条例は、公契約に関する基本方針を定め、市及び受注者等の責務を明

らかにするとともに、公契約に関する施策の基本的な事項を定めることによ

り、公契約の適正化、その適正な履行及び履行水準の確保、労働者の福祉の

向上並びに地域経済の活性化及び地域社会への貢献に関する取組を推進し、

もって市民福祉の増進に寄与することを目的とします。 

 

２ 宝塚市公契約条例（案）策定の経過 

   本市では、平成 28 年度（2016 年度）に公契約に関する条例の制定を目指

し、パブリック・コメントを実施しましたが、いただいた意見が多岐にわ

たっていたことから慎重に検討すべきと判断しました。その後、平成 29 年

（2017 年）12 月に執行機関の附属機関として宝塚市公契約条例検討委員会

を設置し、知識経験者や事業主、労働者を代表する方など合計 8 人の方に

委員になっていただき、条例の骨子についての検討を諮問しました。 

この委員会において、9 回の審議が行われ、令和元年（2019 年）11 月に

条例の骨子がまとまったことから、この骨子を基に、本市において条例案を

作成しました。公契約条例検討委員会からの中間答申書（条例案の骨子・ポ

イント）及び委員名簿も添付しています。 

新型コロナウイルス感染症拡大の影響による中断を経て、このたびパブリ

ック・コメントを実施することとなりました。今後、パブリック・コメント

でいただいた意見とそれに対する回答案について、再度、公契約条例検討委

員会で検討していただくなどした上で、最終的な条例案を作成する予定です。 

 

３ 宝塚市公契約条例（案）のポイント 

中間答申では、賃金下限額を設定することを基本としていますが、どのよ

うな案件をその対象とするのかなどについては、市民をはじめとする関係者

や専門家が継続的に意見交換できる、（仮称）宝塚市公契約審議会を設置し、

                 
宝塚市公契約条例（案）への意見募集について 



検討することとされています。この審議会は、賃金下限額の対象案件の範囲

や金額、下限報酬額のほか、この条例の目的の達成状況についての検証や条

例自体の見直し等について審議する場となります。また、大企業がほとんど

ない本市においては、労働者保護に偏ることなく、市内事業者への優先発注

についても、バランスよく記載することとされています。 

 

４ 意見募集の目的 

   宝塚市公契約条例（案）策定の趣旨や内容等について、広く公表し、宝

塚市公契約条例（案）に市民の皆様からの意見を反映するため、意見募集

を行います。なお、意見募集のため公表する内容は、以下のとおりです。 

① 宝塚市公契約条例（案）に対する意見募集 

② 宝塚市公契約条例（案）の概要 

③ 宝塚市公契約条例の骨子に関する中間答申書 

④ 宝塚市公契約条例（案） 

 

５ 宝塚市公契約条例（案）の公表方法について 

（１）市ホームページ（http://www.city.takarazuka.hyogo.jp） 

  ア 総務部契約課のページ 

  イ トップページから「宝塚市公契約条例（案）」で検索するか、または「検

索用 ID：1063206」を入力し検索することもできます。 

 

 

 

 

二次元コード  

（２）市の窓口 

市役所契約課、市民相談課、各サービスセンター・サービスステーションで

公表しています。 

 

６ 意見の募集期間 

  令和 8年（2026 年）6月 15 日（月）から 

令和 8年（2026 年）7月 14 日（火）まで 

 

７ 意見の提出方法 

別紙「意見提出用紙」に必要事項を記入し、案に関する意見を記載して提

出してください。なお、別の用紙で提出していただく場合は、別紙「意見提

出用紙」に記載のある項目（氏名、住所、電話番号等）すべてを明記してく

ださい。 



意見が複数ある場合は、意見ごとに意見対象箇所（全般もしくは特定部分）

が分かるように記載してください。 

   提出方法は、市役所４階の契約課へ持参・郵送・ファクシミリ・電子メ

ールのいずれかの方法により、募集期間内にご提出ください。郵送の場合

は、令和 8 年（2026 年）7 月 14 日必着とします。持参の場合は、平日の開

庁時間内（9時から 17 時 00 分まで）にご持参ください。 

正確な聴き取りができずご意見を取り違える可能性がありますので、電話

などによる口頭での意見提出はできません。 

 

８ 提出先・問い合わせ先 

  〒665-8665 （住所記載不要）「宝塚市役所 総務部 契約課」 

電話番号      ０７９７－７７－２００８（直通） 

ファクシミリ    ０７９７－７２－１４１９  

電子メールアドレス m-takarazuka0016@city.takarazuka.lg.jp 

※宝塚市役所総務部契約課は、宝塚市東洋町１番１号宝塚市役所本庁舎 4

階です。 

 

９ 意見の公表について 

   氏名、住所、電話番号等の個人情報は、一切公表しません。提出いただ

いた意見（パブリック・コメント）については、個人の権利利益を害する

おそれのある情報等を除き、その全体を取りまとめた上で、意見の採否及

び市の考え方とともに市ホームページで公表するほか、市役所契約課（４

階）、市民相談課、各サービスセンター・サービスステーションで配布しま

す。 

なお、提出いただいた意見に対する個別の回答はしませんので、ご了承 

ください。 

 

１０ 個人情報等の取扱について 

氏名、住所、電話番号等の個人情報は、厳正に保管し、他の目的には一

切使用、提供しません。 



別紙「意見提出用紙」                 （   枚の内、  枚目） 

             宝塚市公契約条例（案）に対する意見 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【意見締切り】令和 8 年（２０２６年）7 月 14 日（火）必着 

【お問い合わせ・提出先】宝塚市役所 総務部 契約課 （契約課は、市役所本庁舎４階です。） 

〒665-8665 宝塚市東洋町 1-1 

TEL： 0797－７７－２００８  FAX：  0797－７２－１４１９ 

E-ｍａｉｌ： m-takarazuka0016@city.takarazuka.lg.jp 

〇氏名または名称                              

〇住所または所在地                             

※ 住所が市外の場合は、次のうち該当するものにチェックを入れてください。 

□市内在勤 □市内在学 □その他  

〇連絡先(電話番号)           (メールアドレス)               

※ 上記の記述がないものや正確に記載されていない場合は受付できません。  

※ この枠内の情報は公表しません。また、上記の個人情報につきましては、厳正に保管し、他の目的に使用、提供しません。 

【意見】 

※ 該当する項目を選んでください。 

□ 宝塚市公契約条例（案）の全般に関すること 

□ 特定の部分に関すること 

        ページの    行目からの部分 

 

                                                

 

                                                

 

                                               

 

                                               

 

                                         

 

                                          

 

                                                           

※用紙が足りない場合は、お手数ですが、コピーしていただきますようお願いします。 

 その場合、２枚目以降は、氏名のみご記入ください。 

 



宝塚市公契約条例（案）の概要

目 的 （第1条）

公契約に関する基本方針を定め、市及び受注者等の責務を明らかにするとともに、公契約に関する

施策の基本的な事項を定めることにより、公契約の適正化、その適正な履行及び履行水準の確保、

労働者等の福祉の向上並びに地域経済の活性化及び地域社会への貢献に関する取組を推進し、もっ

て市民福祉の増進に寄与することを目的とする。

基本方針 （第3条）

（１）公契約の公平性、透明性及び競争性を確保すること。

（２）公契約の適正な履行及び履行水準を確保すること。

（３）公契約に係る業務に従事する労働者等の適正な労働条件及び労働環境を確保すること。

（４）公契約を通じて、市内事業者の活用、市内における雇用の創出及び社会的取組の推進を図る

こと。

責 務 （第4条・第5条）

（市の責務）

市は、基本方針にのっとり、公契約に関する施策を総合的

に推進しなければならない。

（受注者等の責務）

受注者等は、公契約に関わる者としての社会的な責任を自

覚するとともに、基本方針にのっとり公契約に関する施策に

協力しなければならない。

※ 主な定義
○公契約・・・市が締結する契約で、工事若しくは製造の請負、業務の

委託又は物品の購入・借入れ、及び指定管理者との間で
締結する公の施設の管理協定

○受注者・・・市と公契約を締結した者
○受注関係者・・・受注者その他市以外の者から公契約に係る業務の

一部を請け負う者及び公契約に係る業務について労働
者派遣を行う事業者

○受注者等・・・受注者及び受注関係者
○労働者等・・・受注者又は受注関係者に雇用され公契約に係る業務に

従事する労働者、及び自らが提供する労働の対価を得る
ため受注者又は受注関係者から公契約に係る業務を請け
負う者



公契約に関する施策の基本事項

（１）公契約の適正化 （第6条～第8条）

（２）公契約の適正な履行と履行水準の確保 （第9条～第15条）

●契約方法等

☞性質・目的を踏まえた適正な契約方法を活用する。

☞計画的な発注及び適正な契約期間の確保に努める。

●情報の公表

☞公契約の手続等の実施状況を広く公表する。

●不正行為等の排除

☞法令を遵守し、不正若しくは不誠実な行為の排除と未然防止を

図るために必要な措置を講ずる。

●契約条件

☞履行水準を確保するため適正な契約条件を設定する。

●適正な価格の算定

☞市場価格及び社会経済情勢を考慮した適正な積算根拠に基づく

価格の算出。

●履行水準の確保

☞市長等 ・・・業務内容を確認するための必要な措置

受注者等・・・適正な履行水準の確保と市長等の確認・調査に協

力

●人材の確保及び育成

☞受注者等は労働者等の雇用安定と担い手の育成に努める。

●受注者と受注関係者の契約
☞受注者は関係法令を遵守し、受注関係者と対等な立場における
合意に基いた適正な契約を行う。

●公契約の解除等
●損害賠償

（３）労働者等の福祉の向上 （第16条～第23条）

●適正な労働条件及び労働環境の確保

☞労働関係法令の遵守の徹底、適正水準の報酬の支払い

●労働報酬下限額の検討

☞市は特定公契約について労働報酬下限額を定めることができる。

特定公契約（市が規則で定める契約）に該当する場合

●誓約

☞受注者等は労働者等の適正な労働条件の確保に関し誓約する

とともに、これを遵守しなければならない。

●労働者等への周知

☞適用を受ける労働者等の範囲

☞労働報酬下限額 など

●労働者等の申出

☞特定公契約に従事する労働者等は、受注者等がこの条例の規

定又は誓約事項に違反している疑いがあると思料するときは、市

長等にその旨を申し出ることができる。

●立入調査等

☞市長等は、労働者等から上記の申出があったとき又はこの条例

に定める事項の遵守状況を確認するため、必要があるときは、受

注者等に対して報告を求め、又は事業所等へ立ち入り、必要な

調査をさせることができる。

●是正措置等

☞市長等は、上記の報告又は調査の結果、受注者等がこの条例

の規定に違反していると認めるときは、受注者に対して速やかに

必要な措置を講ずることを求めなければならない。この場合、受

注者は、速やかに是正の措置を講じなければならない。

●不利益取り扱いの禁止

☞受注者等は、労働者等から上記の申出があった場合、誠実に対

応するとともに、当該申出をしたことを理由に、解雇など不利益な

取扱いをしてはならない。



公契約に関する施策の基本事項

（５）宝塚市公契約審議会の設置 （第27条）

●公契約審議会

☞公契約における労働条件の確保等に関し必要と認める事項に

ついて調査審議するため、市長の附属機関として設置する。

☞市長の諮問に応じ、次に掲げる事項について調査審議し、答申

する。

○労働報酬下限額の決定に関する事項

〇特定公契約とする案件の範囲に関する事項

○特定公契約の実施及び運用の状況の評価に関する事項

○この条例の目的の達成状況の検討に関する事項

〇この条例の見直しに関する事項

○市長が必要があると認める事項

☞審議会は5人以内の委員で構成し、知識経験者並びに事業主及

び労働者等を代表する者の中から市長が委嘱する。

☞審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、規則で定める。

●委任
☞この条例に定めるもののほか、必要な事項は規則で定める。
●検討
☞市長は、施行日以後5年以内に、この条例の運用状況、実施効果等
を勘案し、条例の目的の達成状況について検討を加え、必要があると
認めるときは、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。

（４）地域経済の活性化び地域社会への貢献 （第24条～第26条）

●市内事業者への優先的な発注

☞市内事業者へ優先的に発注するよう努めなければならない。

☞受注機会の確保のため適切かつ合理的な規模の発注に努めな

ければならない。

☞受注者等は、資材調達先や受注関係者を選定するときは、市内

事業者の活用に努めなければならない。

●市内雇用の創出

☞受注者等は公契約に係る業務で市内の雇用の創出に努めなけ

ればならない。

●社会的取組の推進
がい

☞障碍者その他の就業を支援する必要のある者の雇用促進、環

境、男女共同参画、災害時協力の取組等、社会的取組を推進す

るために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。

※その他

施行日（予定） 令和９年４月１日から施行する

☆特定公契約とは

・労働報酬下限額を設定する案件です。
・どういった種別の案件を対象とするか、また、その下限額をいくらに
するのかについては、市長が宝塚市公契約審議会に諮問し、規則
で定めます。
・対象案件については、本市の実情を踏まえ、一律に決定するので
はなく、一部の案件から試行的に取り組み、その運用状況を確認し
ながら見直しを行っていく予定です。

（特定公契約については、宝塚市公契約審議会において決定します。）
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（参考） 

 

 宝塚市公契約条例検討委員会名簿 
 （平成 30 年（2018 年）3 月 22 日から最終答申を提出する日まで） 

        （五十音順・敬称略） 

Ｎｏ．  氏名  選出区分  専門分野等  備考 

１ 川勝 健志 知識経験者  
京都府立大学  

社会科学部 教授 
 

２ 在間 秀和 知識経験者  弁護士   

３ 瀬尾 武夫 事業主の代表  

宝塚商工会議所 建設・植

木部会 

副部会長  

 

４ 田中 達夫 公募市民    

５ 寺田 友子 知識経験者  
桃山学院大学  

名誉教授  
 

６ 堀口 吉志 労働者の代表  
阪神土建労働組合  

支部長  
 

７ 

藪内 剛 

（令和 7 年 6 月

11 日から） 

事業主の代表  
宝塚建設関連業協議会 

会長  

海山 鐘海 

（令和 7 年 6 月

11 日まで） 

８ 推薦依頼中  労働者の代表  連合兵庫東部地域協議会 

渡部 美和子 

（令和 6 年 3 月

31 日まで） 

中西 智崇 

（令和 6 年 5 月

30 日から令和 8

年 1 月 8 日まで） 

 



宝塚市公契約条例（案） 

目次 

 第１章 総則（第１条―第５条） 

 第２章 公契約の適正化（第６条―第８条） 

 第３章 公契約の適正な履行及び履行水準の確保（第９条―第１５条） 

 第４章 労働者等の福祉の向上（第１６条―第２３条） 

 第５章 地域経済の活性化及び地域社会への貢献（第２４条―第２６条） 

 第６章 宝塚市公契約審議会（第２７条） 

 第７章 雑則（第２８条） 

 附則 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、公契約に関する基本方針を定め、市及び受注者等の責務を明らかに

するとともに、公契約に関する施策の基本的な事項を定めることにより、公契約の適正

化、その適正な履行及び履行水準の確保、労働者等の福祉の向上並びに地域経済の活性

化及び地域社会への貢献に関する取組を推進し、もって市民福祉の増進に寄与すること

を目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

(１) 公契約 次に掲げる行為をいう。 

ア 市が締結する契約で、工事若しくは製造の請負、業務の委託又は物品の購入若

しくは借入れに係るもの 

イ 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定による指

定管理者との間で締結する公の施設の管理に係る協定 

 (２) 市長等 市長、上下水道事業管理者及び病院事業管理者をいう。 

(３) 受注者 市と公契約を締結した者をいう。 

(４) 受注関係者 受注者その他市以外の者から公契約に係る業務の一部について請

け負う者及び公契約に係る業務について労働者派遣（労働者派遣事業の適正な運営

の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（昭和６０年法律第８８号。以下「労



働者派遣法」という。）第２条第１号に規定する労働者派遣をいう。）を行う事業

者をいう。 

(５) 受注者等 受注者及び受注関係者をいう。 

 (６) 市内事業者 本市の区域内に本社若しくは本店又は主たる営業所を有する事業者

をいう。 

 (７) 労働者等 次に掲げる者をいう。 

   ア 受注者又は受注関係者に雇用され、公契約に係る業務に従事する労働基準法

（昭和２２年法律第４９号）第９条に規定する労働者（同居の親族のみを使用す

る事業又は事務所に使用される者を除く。） 

   イ 自らが提供する労働の対価を得るため、受注者又は受注関係者から公契約に係

る業務を請け負う者 

 (８) 社会的取組 障碍
がい

者その他の就業を支援する必要がある者の雇用促進、環境への

配慮、男女共同参画社会の推進、災害時の協力体制の確保その他の地域社会の発展

に資する取組をいう。 

（基本方針） 

第３条 公契約に関する基本方針は、次のとおりとする。 

(１) 公契約の公平性、透明性及び競争性を確保すること。 

(２) 公契約の適正な履行及び履行水準を確保すること。 

(３) 公契約に係る業務に従事する労働者等の適正な労働条件及び労働環境を確保する

こと。 

(４) 公契約を通じて、市内事業者の活用、市内における雇用の創出及び社会的取組

の推進を図ること。 

（市の責務） 

第４条 市は、前条の基本方針にのっとり、公契約に関する施策を総合的に推進しなけれ

ばならない。 

（受注者等の責務） 

第５条 受注者等は、公契約に関わる者としての社会的な責任を自覚するとともに、第３

条の基本方針にのっとり公契約に関する施策に協力しなければならない。 

 

 



第２章 公契約の適正化 

（契約方法等） 

第６条 市長等は、公契約の性質又は目的を踏まえた適正な契約方法を活用するため、必

要な措置を講じなければならない。 

２ 市長等は、債務負担行為その他の予算措置又は業務の履行開始までに必要な期間を設

定することにより、計画的な発注及び適正な契約期間の確保に努めなければならない。 

（情報の公表） 

第７条 市長等は、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（平成１２年法

律第１２７号）に定めるもののほか、公契約の手続が適切に行われていることを広く市

民に知らせるため、公契約に関する情報の公表に努めなければならない。 

（不正行為等の排除） 

第８条 市長等は、公契約に関する法令を遵守するとともに、不正若しくは不誠実な行為

の排除又は未然防止を図るために必要な措置を講じなければならない。 

第３章 公契約の適正な履行及び履行水準の確保 

（契約条件） 

第９条 市長等は、適正な履行が通常見込まれない価格での公契約の締結を防止するとと

もに、納期その他の契約条件が適正な履行水準を確保するために適切なものとなるよう

努めなければならない。 

（適正な価格の算定） 

第１０条 市長等は、市場価格及び社会経済情勢を考慮し、適正な積算根拠に基づき価格

を算出しなければならない。 

２ 受注者になろうとする者は、価格の算出に当たり、公契約の内容に適合した履行が

確保できるよう、労務費その他の経費を適正に積算するよう努めなければならない。 

（履行水準の確保） 

第１１条 市長等は、受注者等が適正な履行水準で公契約の内容を履行していることを確

認するために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

２ 受注者等は、公契約の適正な履行水準を確保するとともに、市長等が求める確認その

他必要な調査に協力しなければならない。 

（人材の確保及び育成） 

第１２条 受注者等は、将来にわたって公契約の適正な履行及び履行水準の確保を図るた



め、労働者等の雇用等の安定に配慮するとともに、公契約に係る業務の担い手となる人

材の育成に努めなければならない。 

（受注関係者との契約） 

第１３条 受注者は、建設業法（昭和２４年法律第１００号）、下請代金支払遅延等防止

法（昭和３１年法律第１２０号）その他の関係法令を遵守し、受注関係者と対等な立場

における合意に基づいた適正な契約を締結しなければならない。 

（公契約の解除等） 

第１４条 市長等は、受注者等が次の各号のいずれかに該当するときは、公契約の解除、

受注者等の指名停止その他の必要な措置を講じなければならない。 

(１) 第１８条に規定する誓約事項に違反したとき。 

(２) 第２１条第１項の規定による立入検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は質

問に対して応答せず、若しくは虚偽の回答をしたとき。 

(３) 第２２条第２項の規定による報告を怠り、又は虚偽の報告をしたとき。 

(４) 前３号に掲げるもののほか、この条例の規定に違反したとき。 

２ 前項の規定により公契約を解除した場合において、受注者等に損害が生じても、市は

その損害を賠償する責任を負わない。 

 （損害賠償） 

第１５条 受注者は、前条第１項の規定による公契約の解除によって市に損害が生じたと

きは、その損害を賠償しなければならない。ただし、市長等がやむを得ない事由があ

ると認めるときは、この限りでない。 

第４章 労働者等の福祉の向上 

（適正な労働条件及び労働環境の確保） 

第１６条 受注者等は、労働基準法その他の関係法令の遵守の徹底を図り、労働者等に適

正な水準の報酬を支払うほか、労働者等の労働条件及び労働環境の改善に努めなければ

ならない。 

（労働報酬下限額の検討） 

第１７条 市は、次条に規定する特定公契約について労働報酬下限額（受注者等が労働者

等に支払う報酬の下限とすべき額をいう。）を定めることができる。 

 （誓約） 

第１８条 受注者等は、自らが締結し、又は携わる公契約が規則で定める契約（以下「特



定公契約」という。）に該当するときは、市長等に対し、労働者等の適正な労働条件の

確保に関し規則で定める事項（以下「誓約事項」という。）を誓約するとともに、これ

を遵守しなければならない。 

 （労働者等への周知） 

第１９条 受注者等は、次に掲げる事項を特定公契約に係る業務が実施される作業所等の

見やすい場所に掲示し、若しくは備え付け、又は書面を交付することにより労働者等に

周知しなければならない。 

 (１) 当該特定公契約の名称 

 (２) 受注者等の責務及び誓約事項 

(３) この条例の適用を受ける労働者等の範囲 

 (４) 労働報酬下限額 

 (５)  次条第１項の規定による申出をする場合の申出先 

 (６)  次条第１項の規定による申出をしたことを理由に、解雇、請負契約の解除その他

不利益な取扱いをしてはならないとされていること。 

 （労働者等の申出） 

第２０条 特定公契約に従事する労働者等は、受注者等がこの条例の規定に違反している

疑いがあると思料するときは、市長等にその旨を申し出ることができる。 

２ 市長等は、前項の規定による申出（以下「違反申出」という。）の内容が、規則で定

める関係法令に違反するものであるときは、必要に応じて関係機関へ通報しなければな

らない。 

  （立入調査等） 

第２１条 市長等は、労働者等から違反申出があったとき、又はこの条例に定める事項の

遵守状況を確認するため必要があると認めるときは、受注者等に対して報告を求め、又

は市の職員に受注者等の事業所等へ立ち入り、必要な調査をさせることができる。 

２ 前項の規定による調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはなら

ない。 

 （是正措置等） 

第２２条 市長等は、前条の規定による報告の聴取又は調査の結果、受注者等がこの条例

の規定に違反していると認めるときは、受注者に対して速やかに当該違反を是正するた

めに必要な措置を講ずることを求めなければならない。 



２ 受注者は、前項の規定により違反を是正するために必要な措置を講ずることを求めら

れた場合には、速やかに是正の措置を講じなければならない。この場合において、市長

等は、受注者に対して、市長等が定める期日までに当該是正の措置に関して報告するよ

う求めることができる。 

（不利益取扱いの禁止） 

第２３条 受注者等は、労働者等から違反申出があった場合は、誠実に対応するとともに、

当該労働者等が違反申出をしたことを理由に、解雇、請負契約の解除その他不利益な取

扱いをしてはならない。 

第５章 地域経済の活性化及び地域社会への貢献 

（市内事業者への優先的な発注） 

第２４条 市長等は、法令上の制限がある場合、専門的な能力を有する者に発注する必要

がある場合その他の特別の事情がある場合を除き、市内事業者へ優先的に発注するよう

努めなければならない。 

２ 市長等は、予算の適正かつ効率的な執行に留意しつつ、市内事業者の受注機会の確保

に配慮し、適切かつ合理的な規模による発注に努めなければならない。 

３ 受注者等は、公契約に係る業務の一部を請け負わせる者を選定するとき、又は資材等

を調達するときは、地域経済の活性化に配慮し、市内事業者を積極的に活用するよう努

めなければならない。 

（市内雇用の創出） 

第２５条 受注者等は、公契約に係る業務の履行に当たっては、市内における雇用の創出

に努めなければならない。 

（社会的取組の推進） 

第２６条 市長等は、公契約の性質又は目的に応じ、入札の参加条件に必要な資格を定め

ること、又は地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の１０の２に規

定する総合評価一般競争入札その他の契約手続を行うことにより受注者を決定する等、

社会的取組を推進するために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

   第６章 宝塚市公契約審議会 

（公契約審議会） 

第２７条 公契約における労働条件の確保等に関し必要があると認める事項について調査

審議するため、市長の附属機関として宝塚市公契約審議会（以下「審議会」という。）



を設置する。 

２ 審議会は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項について調査審議し、答申するものと

する。 

(１)  労働報酬下限額の決定に関する事項 

(２)  特定公契約とする案件の範囲に関する事項 

(３)  特定公契約の実施及び運用の状況の評価に関する事項 

(４)  この条例の目的の達成状況の検討に関する事項 

(５)  この条例の見直しに関する事項 

(６) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要があると認める事項 

３ 審議会は、委員５人以内をもって組織する。 

４ 審議会の委員は、知識経験者３人以内並びに事業主及び労働者等を代表する者それぞ

れ１人とし、市長が委嘱する。 

５ 審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、規則で定める。 

第７章 雑則 

（委任） 

第２８条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定

める。 

 附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和９年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

 （経過措置） 

２ 第１７条から第２３条までの規定は、施行日以後に公告し、又は通知する契約及び同

日以後に公募する指定管理者との間で締結する公の施設の管理に係る協定について適用

する。 

 （検討） 

３ 市長は、施行日以後５年以内に、この条例の運用状況、実施効果等を勘案し、第１条

に規定する目的の達成状況について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果

に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

（執行機関の附属機関設置に関する条例の一部改正） 

４ 執行機関の附属機関設置に関する条例（昭和４１年条例第１号）の一部を次のように



改正する。 

第１条の表市長の部宝塚市公契約条例検討委員会の項を削る。 

 


